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概　要

　本稿の目的は、政治家とインタビュアーのコ
ミュニケーションにおける相互作用の実態を
ケース・スタディにより明らかにすることにあ
る。政治討論番組は、視聴者にわかり易く政治
状況を伝えるとともに、マスコミが政治家に対
して直接質問することによって、政府や政党を
追及することに意義があるといえる。今日、テ
レビが衰退しているといえども、テレビ局は番
組で扱うトピックやゲストを自由に選定し、議
題設定権を持っているとされ、少なからずテレ
ビの政治報道は影響力を持っていると考えられ
る。また、テレビには固定した視聴者層が存在
し、その役割を未だ失ってはいない。むしろ、
テレビの討論番組は地上波放送から衛星放送
（BS）に移行した番組も存在し、異なる視聴者
層を取り込んだとも考えられる。
　そこで、本稿においては、テレビの政治討論
番組がインタビューを行う過程において、出演
する政治家に対して、いかなる質問を行い、ど
のような回答を得ているのかを明らかにする。
その際、司会者はどのような争点を質問し、出
演する政治家はその質問に対して、いかに答え
ているのか、質問を回避しているのかを明らか
にする。
　分析の結果、以下の 3点を明らかにした。第
1に、政治討論番組において、議題はテレビ局
及び司会者が設定するため、唐突に質問の議題
が大きく転換する点が存在することである。第
2に、質問にはフェイスへの脅威が存在する場
合があり、脅威には程度の違いが存在している
ことである。第 3に、議題、フェイスへの脅威、
及びクローズドエンドクエスチョンかどうかと
いう質問の形式によって回答が明確に答えられ

るかが変わりうることが明らかとなった。

１．はじめに

　本論文の目的は、政治家とインタビュアーの
コミュニケーションにおける相互作用の実態を
ケース・スタディにより明らかにすることにあ
る。政治討論番組は、視聴者にわかり易く政治
状況を伝えるとともに、マスコミが政治家に対
して直接質問することによって、政府や政党を
追及することに意義があるといえる。1990年
以降、テレビの討論番組で政治が動くというよ
うに指摘されるほど、テレビは政治に対して
強大な力を有していた（蒲島他 , 2007）。それ
は 1990年代においては、日曜日の朝から、フ
ジテレビの「報道 2001」、NHKの「日曜討論」、
テレビ朝日の「サンデープロジェクト」と政治
家がゲストとして呼ばれる討論番組が連続した
時間帯に放送され、政治家が政治的コミットメ
ントを示さなければならない状況に問い詰めら
れていたからである。しかし今日において、政
治討論番組の重要性は 1990年代と比較して、
弱まっているといえる。それはインタビュアー
が政治家を追い詰めてまで、政治的約束を獲得
しなくなったこと、政治家がインタビュアーの
質問を回避して回答するようになったこと、ま
た政治過程の外の領域で決定されることが減っ
たことが考えられる。特に最後のことに関して
は、これまでの政策決定過程においては、国対
政治や与野党との折衝が重要な役割であった
が、今日においては、国会で可決する法案は事
前に絞り込まれ、議論の紛糾するような法案に
関しては、提出がなされないようになっている。
そうしたことから、内閣は成立見込みの低い法
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おいて分析結果を提示し、5において、課題と
政策的含意を示し、締め括ることとする。

2．マスメディアの影響力

　マスメディアが影響力について、影響力は限
定的であるとする見方と強力であるという見方
が存在している。マスメディアの影響力が限
定的であるとする見方は、限定効果説と呼ば
れ、マスメディアとの接触よりも、対人同士の
コミュニケーションの方が影響力を与えてい
ると考える。この考えは、ラザーズフェルド
ら（Lazarsfeld et.al., 1944）によって示され、マ
スメディアからの情報伝達にはオピニオンリー
ダーが存在し、二段階フローモデル（Two-Step 
Flow of Communication Model）となっているこ
とに基づく。第一段階において、マスメディア
の報道が世論を牽引する人々に伝えられる。こ
のオピニオンリーダーたちが、さらに一般の国
民に伝えることによって、マスメディアの影響
力は大きなものとなる。その他、マスメディア
を視聴している自分自身には影響を与えない
が、自分以外の第三者には影響を及ぼすと人が
認知することで、間接的に影響力を及ぼすと
いう第三者効果（The Third-Person Effect）も限
定効果説に位置づけられるといえる（Davison, 
1983）。
　他方で、これらの限定効果説に対して、直
接、マスメディアが人に対して影響を及ぼすと
考える立場は強力効果説と呼ばれる。強力効果
説はノイマンの提示した沈黙の螺旋理論（The 
Theory of Spiral of Silence）に基づく（Noelle-
Neumann, 1980=2013）。沈黙の螺旋理論とは、
自分の立場が少数派であると感じた場合、孤立
することを避けるため、立場の明言をせず、多
数派の意見に合わせることをいう。その多数派
意見はマスメディアによって作られると考え
られるため、メディアが大きな影響力を持っ
ていると位置づけられる。また、McCombs and 
Shaw（1972）により、議題設定権が提示され
て以降、数多くの研究がなされることとなった。
議題設定権は、マスメディアが取り上げる争点・
トピックが強調されるほど、受け手側もその争
点・トピックがより重要なものであると認識す
るものである。

案は出さず、可決される法案のみを提出するた
め、政治討論番組で扱うトピックが論争的とな
らなくなったといえる。
　しかし、そうはいっても、テレビ局は番組で
扱うトピックやゲストを自由に選定し、議題設
定権を持っているとされ、少なからずテレビの
政治報道は影響力を持っていると考えられる。
今日、テレビが衰退しているといえども、固定
した視聴者層が存在し、その役割を未だ失って
はいない。むしろ、テレビの討論番組は地上波
放送から衛星放送（BS）に移行した番組も存
在し、異なる視聴者層を取り込んだとも考えら
れる。例えば BSフジテレビのプライムニュー
スは月曜日から金曜日の 20時から 21時 55分
に放送しており、多くの政治家をゲストとして
招待している。また BS朝日の激論クロスファ
イアでは、土曜日の 10時から 10時 55分に放
送しており、田原総一郎が司会を務めている。
こうした番組は、一つのトピックをじっくりと
取り扱うため、異なる視聴者層を対象にしてい
ることが考えられる。
　そこで、本稿においては、テレビの政治討論
番組がインタビューを行う過程において、出演
する政治家に対して、いかなる質問を行い、ど
のような回答を得ているのかを明らかにする。
その際、司会者はどのような争点を質問し、出
演する政治家はその質問に対して、いかに答え
ているのか、質問を回避しているのかを明らか
にする。この政治インタビューの動態を明らか
にすることで、政治討論番組が持つ意義、視
聴者に与える効果が明らかになるのではない
だろうか。また、本研究はどっちつかず理論
（Equivocation Theory）を定量的に精緻化した
Feldman et al.（2015）の研究に対して、定性的
な研究より、どっちつかず理論に与える要因を
検証することを目的としている。
　本稿では、2においてマスメディアの影響力
に関する理論的研究を概観したあと、2.1にお
いて日本のテレビ政治と政治討論番組に関する
先行研究の整理を行う。その後、2.2において、
近年の政治討論番組の放送によって引き起こさ
れた事例を 2つ取り上げ、波及する影響力が大
きいことを確認する。3では、議題設定権、フェ
イスへの脅威、及び質問の形式という 3つの分
析視角を提示した後、3.1において本稿で扱う
データと分析手順を説明する。その上で、4に
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少なくなっており、1993年の報道に関しては
自民党と社会党に対するマイナス報道が多かっ
たこと、それとは逆に新党さきがけ、新政党、
及び日本新党といった新政党に対してはプラス
報道が多くなされていたことを明らかにしてい
る。
　谷口（2002）は、政治番組の内容分析を行っ
た上で、否定的報道の多い番組を視聴すること
が、政治的シニシズムを増加させることを実証
している。具体的には 2000年の総選挙につい
て焦点を当て、「ニュース 10（NHK）」と「ニュー
スステーション（テレビ朝日）」の報道内容を
争点型、戦略型、及び選管型フレームに分類し、
その上で、コメントの方向性が肯定的か、否定
的か、混合か、ストレレート記述的かに分類し
ている。その結果、ニュースステーションは与
野党対立を強調した戦略フレーム（76.3%）が
多い一方で、否定的文脈付け（27.1%）が基調
となっていることを指摘している 2。
　稲沢・池田（2009）では、2007年の参議院
選挙時に放送された民法 31番組のテキスト
データを用いてクラスター分析より、ハード
ニュースとソフトニュースに分類している 3。
その上で、ハードニュースが選挙への関心を高
めること及び、政治知識が低い人々に対しては
ソフトニュースが選挙への関心を高めることを
実証している。
　谷口（2012）では、ソフトニュースに焦点を
当て、3つの分析を行っている。第 1は、2007
年の参議院選挙前後 3回にわたって行われたパ
ネル調査を用いて、自分の選挙区における自民
党候補を伝統的ニュースでより多く見た可能性
が高い人ほど、選挙で当該自民党候補に票を投
じることが実証されている。第 2は、2007年
参議院選挙候補者および非改選議員全員を対
象にしたメディアへの出演頻度に関するアン
ケート調査を用いて、伝統的ニュースとソフト
ニュースを合わせた、メディア露出が多いほ

2. 1　 日本における政治に関するマスメ
ディアの影響力

　日本における政治に関するマスメディア、と
りわけテレビの影響力に関する研究は、有権者
に焦点が当てられるものと、テレビや新聞など
のマスメディア自体に焦点が当てられるものに
分けられる。有権者に焦点が当てられたものと
しては、谷口（2002）、飽戸・服部（2008）、稲沢・
池田（2009）および谷口（2012）がある。他方
で、テレビ政治自体に焦点が当てられる研究は、
十分な蓄積があるとはいえず、歴史的な研究
が中心となっているものの（河野 , 1998; 谷藤 , 
2003; 谷藤 , 2005; 星・逢坂 , 2006; 逢坂 , 2014）、
一部として政治討論番組を扱っているものが
見受けられる（岡井他 , 2002; 常木 , 2006; Furo, 
2001）1。
　谷藤（2003）では、テレビ政治の歴史を踏まえ、
1990年代以降、マルチチャンネル化が進行し、
メディア間で競争が進んだ過程において、「政
治が個人的な物語りへ置き換えられ（個人化）、
劇的に表現され（劇化）、単純化され（対比化
と二元化）て提示されるようになった」ことを
指摘している。例えとして、政策をめぐる対立
は小泉対抵抗勢力などと二元化され、小泉対亀
井という個人の物語に置き換えられて表現され
るとしている。さらに、テレビ政治が発達した
ことにより、エンターテインメント性が増加し、
かつ政治情報は日常化し、多くの情報の中に埋
没していることを指摘している。その結果、テ
レビ政治がもたらしたものは、政治的知識や政
治参加の衰退であるとしている。
　河野（1998）は、1993年 7月及び 1996年 10
月の衆議院選挙の公示期間を対象に、「筑紫哲
也ニュース 23（TBS）」と「ニュースステーショ
ン（テレビ朝日）」の 2番組についての内容分
析を行っている。内容分析の結果より、1996
年の報道の方が各政党に対するイメージ刺激は

1  Furo (2001)においては、1995年及び 1996年に放送された 2回のサンデープロジェクトより、文法、イントネーションおよび意味によっ
て話者交代が起こることが示されている。

2  ニュースのフレームの割合は、ニュースステーションの選管型が 8.5%、争点型が 15.3%、戦略型が 76.3%であったのに対し、ニュース
10では選管型が 4.2%、争点型が 40.3%、戦略型が 55.6%であったとしている。また否定的か肯定的かのコンテクストでは、ニュースステー
ションは肯定的 10.2%、否定的 27.1%、混合 16.9%、ストレート記述 45.8%であったのに対し、ニュース 10では肯定的 1.4%、否定的
及び混合 0%、ストレート記述 98.6%であったことを指摘している。

3  ソフトニュースに関しては、Baum (2003)による、アメリカの外交政策に関するソフトニュースを扱った先駆的実証研究が存在している。
Baum (2003)はタブロイドニュースや昼のトーク番組等より指標を作成し、ソフトニュースを視聴することが、外交問題に関する注意
へ向かうことを示している。そのため、娯楽番組の視聴により、有権者が外交政策の意見を持つことで、政府の政策を誤らせる可能性
があることが指摘されている。更に、ソフトニュースには政治参加へ向かう効果があるとされる (Baum and Jamison, 2006)。
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の関係では、ハードニュースは有権者に対して、
肯定的な影響を与える一方で、ソフトニュース
に関しては娯楽性があるため、肯定的な影響を
与える一方で、否定的な影響も与えかねないと
いうことが明らかになっている。また、政治討
論番組に関しては、カメラショットより野党が
不利に扱われること、サンデープロジェクトで
は視聴者が面白く感じるために「攻撃的」や「感
情的」などの感情を刺激するように制作されて
いることが明らかとなっている。政治討論番組
を対象とする上で、様々な分析視角が提示され
ており、テレビ局によって相違があることが明
らかとされている。ただし、これらの先行研究
において、十分に扱われていない点は、政治討
論番組ではいかなる流れで、議論が進められて
いき、どのような質問がなされているかである。
そして、どのような回答が得られているかにつ
いては、十分に明らかにされていないといえる。
本稿では、テレビの政治討論番組を事例として
扱うことで、これらを明らかにする。その前段
階として、テレビの政治討論番組がどれほどの
影響力を持っているかについて、過去の事例よ
り、影響力の大きさについて、触れておく。テ
レビの政治討論番組に出演し、発言することに
よって、それが新聞やニュースによって取り上
げられることがしばしば起こる。

2. 2　事例からみるテレビ政治の影響力

　テレビ政治がマスメディアや有権者に対して
影響力を与えることは、2つの事例よりうかが
い知ることができる。事例からは、必ずしもテ
レビ出演のみが原因であるとはいえないもの
の、テレビ出演が大きな影響を与えたことが推
察される。1つは、1998年の橋本首相がテレビ
に出演した際の発言によって参議院選挙で自
民党は議席数を減らし（59議席から 44議席）、
橋本内閣は退陣に追い込まれたことである（田
原 , 2006; 蒲島他 , 2007; 逢坂 , 2014）。もう 1つ
は、2014年 7月 11日発売の写真週刊誌『フラ
イデー』に「安倍官邸が NHKを土下座させた」
とする記事が掲載されたことである。
　1998年 7月 5日、橋本龍太郎首相はテレビ
朝日の「サンデープロジェクト」に出演した。
7月 3日の熊本市で記者会見の内容が「首相は
所得課税の恒久減税実施を検討する方針を表明

ど個人志向票を集めやすいこと、及びソフト
ニュース出演志向に関しても、ソフトニュース
に出演する方が個人票を集めやすいことを実証
している。第 3に、インターネットを用いた調
査実験を通じて、政策争点まで立ち入ってディ
スカッションが行われる映像の方が、何も視聴
しないグループ、娯楽性の高い映像を視聴した
グループよりも高感度が高くなることを示して
いる。
　これらのテレビと有権者の関係を示す研究が
蓄積されている一方で、政治討論番組に関する
研究は少ない。岡井他（2002）では、政治討論
番組である「日曜討論（NHK）」と「サンデー
プロジェクト（テレビ朝日）」に焦点を当て、
2001年参議院選挙の内容分析を行っている。
発言比率及びカメラショットの時間を計測し、
NHKでは与野党の発言のバランスを考慮して
いる一方で、テレビ朝日では野党の発言比率が
高くなっていること、小泉首相出演時は NHK
討論番組での自民党の発言比率を増加させるこ
とを示している。また、カメラショットの分析
においては、NHKでは与野党の公平性が担保
されているものの、テレビ朝日では野党に対す
るショットの方が与党を上回っていることを示
している。他方で、複合的なカメラショットに
関しては、発言している野党出演者の背後から
与党出演者を撮るというカメラアングルが「日
曜討論」および「サンデープロジェクト」の両
番組に共通して見られたとしており、野党に対
して不利な映像構成となっていることを指摘し
ている。
　また、常木（2006）では、2005年 5月 16日
放送の「日曜討論（NHK）」と「サンデープロジェ
クト（テレビ朝日）」を取り上げ、「他者の発言
中への割り込み」、「自分の意見を言う」、「あい
づち」に関して、サンデープロジェクトが日曜
討論を上回っていることを確認している。その
上で、「他者の発言中への割り込み」等に対し
て、それぞれの印象評定を行っている。因子分
析の結果を踏まえ、サンデープロジェクトにお
いては、「討論を親しみ易く、楽しい、活発化
させるなどの好印象を与えている一方で、攻撃
的、感情的、苛立たしさ、迎合的といったやや
否定的な印象も与えている」と結論付けられて
いる。
　これらの先行研究より、テレビ政治と有権者
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3．分析視角

　本稿においては、分析視角として次の 3点を
設定する。第 1は議題設定機能についてである。
番組を構成するテレビ局がいかなる質問を投げ
かけるかによって、議題設定がなされる。議題
設定がなされることで、視聴者は争点の優先順
位を付けることとなる。ここで扱う議題設定権
は、政治討論番組において司会者が行う質問の
争点である。
　第 2はフェイスに対する脅威である。ここ
でのフェイスは名誉や名声を指している。政
治インタビューにおいて、司会者がゲストの
フェイスに対する脅威を与えることが知られ
ている（Bull et al., 1996; Bull and Elliott, 1998; 
Bull, 2008）。フェイスへの脅威は Goffman
（1971=2002）によって指摘され、Brown and 

Levinson（1987=2011）によって確立された概
念である。
　第 3は話者交代（Turn-taking）に着目し、質
問がクローズドエンドクエスチョン（Closed 
Ended Questions）か、あるいはオープンエンド
クエスチョンか（Open Ended Questions）によっ
て、回答が異なることを明らかにする。質問
の形式については、意味に基づく分類や、5W
（When, Where, Who, What, Why）による分類、
Yes or Noの質問、語尾・イントネーションに
よる分類等に分けられる（Jucker, 1986; Yokota, 
1994; Tanaka, 2004）
　これら 3つの分析視角がそれぞれ回答に影響
を与えていると考えられる。特に、議題設定機
能に関しては、テレビ局側が、現実に存在して
いるあらゆる問題を考慮した上で、経済や安全
保障、憲法といった個別の争点に関する質問を
することが考えられる。このテレビ局によって
提示される争点が、無意識によって、視聴者の
「何が問題であるのか」という政策の優先順位
として捉えられることとなる。とりわけ、テレ
ビ局は論争となる議題について、政治家に対し
て問うことが多くなっており、これは議論が対
立するほど、視聴者にとって面白い番組となる
ことを意識して制作されているものと考えられ
る。
　この 3つの分析視角を設定するのは、質問に
対して答えないというどっちつかず理論へ応用
するためである（Bavelas et al. 1988, 1990; Bull, 

した」と報じられたことに対して、橋本首相は
「私は恒久減税とは一言も言っていない。恒久
的な税制改革になるでしょうと申し上げた」と
し、恒久減税はマスコミの解釈であったと釈明
した 4。司会者田原が具体的な見直し策を求め
ても、「分からない。中立になるかもしれない」
とはぐらかす場面も見られた。さらに田原が
「下げるか下げないか、はっきりすべきだ」と
迫ると、「そういう言い方が税制の議論をおか
しくしてしまう」と回答し、明言を避けた。こ
の橋本首相のテレビ出演時のコメントは新聞各
紙で取り上げられ（1998年 7月 6日朝日新聞、
1998年 7月 6日毎日新聞、1998年 7月 8日読
売新聞）、首相が迷走しているイメージが作り
出されたといえる。そうして有権者の支持率が
低下し、参議院選挙において議席数を減らした
といえる。
　近年では、2014年 7月 11日発売の写真週刊
誌『フライデー』に「安倍官邸が NHKを土下
座させた」とする記事が掲載されたことであ
る。同年 7月 3日に放送された「クローズアッ
プ現代」に、菅義偉官房長官がゲストとして出
演した。そこでは集団的自衛権の行使容認につ
いて質問がなされ「他国の戦争に巻き込まれる
のでは」といった質問がなされた。首相官邸側
がクレームを入れた理由として、「国谷キャス
ターの質問が鋭かったうえ、国谷さんが菅さん
の発言をさえぎって『しかしですね』『本当に
そうでしょうか』と食い下がった」ことが要
因ではないかとされている（2014年 7月 11日
『フライデー』）。これに対して、菅官房長官は
7月 11日の記者会見で「首相官邸側がクレー
ムを付けたとする週刊誌報道について、事実と
全く違う。ひどい記事だ」と批判し、抗議する
かどうかについては、効果があるかを含めて考
えたい旨を述べている 5。この事例は、官邸が
NHKに対して影響力を行使したとみられるが、
NHKによるインタビューの影響力が現れた事
例である捉えることも可能である。つまりキャ
スターの行った追及によって、官邸側は明確に
答えることができず、事前に想定していた内容
よりも踏み込んで質問されたために、表面化し
たといえる。キャスターの質問によって内閣に
不利な世論が形成されると困るという内閣の思
惑が背景にあると考えられる。
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くれば良いという意味であり、視聴者が一つの
テーマについてじっくりと話を聞き、どういう
ところに問題があるのか理解できれば良いとい
う意味が含まれていると考えられる。
　分析の手順として、第 1に、議題設定機能に
関して、質問の内容がいかなる争点に属するか
についての分類を行った。第 2に、フェイスに
対する脅威があるかどうかのコーディングを
行った。これはフェイスに対する脅威がある質
問の場合、回答がどっちつかずになることが予
想されるためである。他方で、脅威が見受けら
れない質問である場合、回答は明確に答えられ
ると考えられる。
　第 3に、質問の形式に関する分類として、ク
ローズドエンドクエスチョンかオープンエンド
クエスチョンに分類を行った。クローズドエン
ドクエスチョンの場合、YESか NOという二
択を迫るため、質問に対して、どちらかを選択
しなければならない。質問に対して、回答が確
約できないものである場合、どっちつかずな答
えとなることが考えられる。先ほどの事例でみ
た恒久減税に関して、「下げるか下げないか、
はっきりすべきだ」とする質問はクローズドエ
ンドクエスチョンであり、こういった質問に対
しては、確約することが難しく明確に答えるこ
とが出来ないと考えられる。ただし、クローズ
ドエンドクエスチョンであったとしても、質問
の語尾に「～ですよね」、あるいは「～でしょう」
といった形式を取る場合、会話を円滑に進める
ための質問であるため、明確に答えられること
となる。他方で、オープンエンドクエスチョン
の場合、「～についてはどう思いますか」、ある
いは「どのように対応されますか」といった形
式を取るため、回答はいかようにも答えること
ができ、この場合は、クローズドエンドクエス
チョンと比べ、比較的答えやすいものであると
考えられる。

1998; Feldman, 2004; Feldman et al., 2015） 。どっ
ちつかず理論は質問に対して明確に答えないこ
とに着目した研究である。Bavelas et al. (1988） 
によると、答えない要素として、送り手、受け
手、内容および脈絡の 4つの要素があるとされ
ている。送り手は自分の意見を述べないこと、
受け手はインタビュアーに回答が向けられない
こと、内容は回答が理解できないこと、そして
脈絡は質問に対して明確に答えないことであ
る。本稿においては、この 4要素のうち脈絡に
焦点を当て、議論を進めていく。脈絡に主点を
当てるのは、質問に対して答えないことにこそ、
研究の意義が強く存在すると考えられるからで
ある。例えば、送り手である自分の意見を述べ
ないことの要因を明らかにするよりも、なぜ質
問に答えないかを明らかにする方が、意義があ
るといえる。それは質問に答えない箇所にこそ、
重要な議題が存在し、論争となる可能性がある
からである。

3. 1　データと分析手順

　本研究では、2013年 3月 9日放送「激論 !
クロスファイア（BS朝日）」を録画した上で、
そのやり取りを全てテープ起こししたテキスト
データを用いる。3月 9日放送の出演者は安倍
晋三（第 96代内閣総理大臣）であり、番組の
キャスターは田原総一朗及び村上祐子（テレビ
朝日アナウンサー）である。また、解説のため、
朝日新聞オピニオン編集長の星浩がゲストとし
て呼ばれている。同番組では、編集を加えるこ
となく放送されており、3月 9日の放送は生放
送で番組が制作されていた。田原は 2011年の
「今、テレビが変わっている！」と題するイン
タビューの中で、「番組内で谷垣さん（2011年
5月 28日放送済）に何かを確約させるかさせ
ないかはどうでもいい。彼らの論理を追い詰め
ていって、彼らが途中でひよっていると分かれ
ばそれでいいんです。そこで『ひよるな』と言
うのは殺すということです。僕は殺す気はない
ですよ」と述べている 6。ここでいう「ひよる」
というのは、質問により追及していった結果、
出演している政治家が回答に窮するものが出て

6  XBRAND 「今、テレビが変わっている！」2011年 7月 12日記事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
http://xbrand.yahoo.co.jp/category/entertainment/7027/5.html（2015年 1月 20日確認）
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安全保障へ大きく争点が展開している。そこで、
話が大きく変わった転換点である 17問目の質
問を取り上げる。

議題が転換した例

田原： 時間がないんで、次行きたいんだけど、
普天間問題です、普天間問題は大問題
で、実は民主党の時に鳩山さんが実は自
民党の時にほとんど決まっていた辺野古
がね、それを最低でも県外なんて言って、
最終的には沖縄を全く裏切る形で辺野古
に決めちゃったと。沖縄の県民は大反対
していると。今やね、知事も反対と言う
中で、さあ一体、安倍さんはアメリカで、
日米首脳会議で普天間飛行場の移設、そ
して嘉手納以南の土地返還を早期に進め
ると。この移設というのは辺野古だと思
うんですが、問題はその辺野古を実際に
進めるときに、つまり埋め立て申請をし
なくてはならない、公有水面の、埋め立
て申請を。さあ政府がいつ頃するかが今
一番の課題になっている、これはどう考
えていらっしゃる？

安倍： あの、まずはっきりしているのは、お話
をして頂いたように、普天間飛行場を絶
対に固定化してはならない。これの早期
移設をしなければいけません。これはオ
バマ大統領とお互いに認識を一致しまし
た。でもう一つは嘉手納以南の基地、土

4．事例分析

4. 1　議題設定機能

　図 1は質問の争点の流れを示している。左側
より番組が開始し、右に行くにつれて番組内に
おける質問が進むことを示している。安倍首相
へ向けられた質問は 32問であり、経済から議
論が始まり、消費税 /財政、厚生労働（雇用）、
TPP（Trans-Pacific Partnership: 環太平洋戦略的
経済連携協定）の問題について質問した後、ト
ピックが安全保障、憲法、外交へ移っているこ
とが分かる。最も多く質問がされた争点は、経
済の 8問であり、次いで安全保障及び憲法がそ
れぞれ 7問ずつ質問がなされている。番組前半
に経済の質問がなされており、視聴者の関心を
高めた後、テレビ局が重視する安全保障や憲法
といった中心となる争点へ議題が移ったと考え
られる。このように議題が移るのはテレビ局に
よる関心の強さが表れている他、番組に招待す
るゲストの役職（大臣や幹事長など政府役職と
政党内の役職）に依存するところが大きいと考
えられる。つまり、テレビ局は関心の高いテー
マと番組に招くゲストを選択し、それに応じた
議題に関する質問をインタビューで行っている
といえる。
　番組の最初は為替と株価の話から入り、マー
ケットが反応していることを提示している。そ
の後、アベノミクスの話に言及し、円安がもた
らす懸念を尋ねている。その後、財政政策の話
から、財政運営の話に転じ、17問目より突如

（注）2013年 3月 9日放送「激論クロスファイア」より作成。

図 1　質問の争点の流れ  

番組開始 終了
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前にやるのか、あるいは後にするのか、
この辺はどうですか？

安倍： いずれにせよですね、これは安全保障の
問題であり、あるいは普天間の皆さんに
とっては一日も早く移設をしたいという
問題ですから、参議院選挙ということは
念頭におかずに、前にやるという事では
ありませんよ。念頭にはおかずに私は決
めていくべきだと。

　この例は、安全保障に関して、クローズドエ
ンドクエスチョンにより質問を行っていること
が分かる。質問の内容は、普天間基地移設に際
して埋め立て申請を参議院選挙前に行うのか、
それとも参議院選挙後に行うのかを尋ねてい
る。これに対して、安倍は参議院選挙を念頭に
おかずに決めていくと回答しており、参議院選
挙前に行うのかどうかを明らかにしていない。
そのため、この質問に対しては、明確に答えら
れていないことが分かる。
　この質問に対して、安倍総理大臣が明確に答
えることが出来なかったのは、安全保障に関す
る議題であり、クローズドエンドクエスチョン
であったためであるといえる。特に普天間基地
移設に関しては、沖縄に住む地元住民に加え、
アメリカとの関係や国内の世論の動向が重要と
なっており、高度に政治的な議題であったこと
が影響しているといえる。

4. 2　フェイスへの脅威

　本節においては、内閣総理大臣に対するフェ
イスへの脅威の程度を明らかにし、それに対す
る答えの違いを明確にする。内閣総理大臣は、
行政のトップであり、有権者から選ばれた政治
家であるため、強い説明責任が求められること
になる（ナイブレイド 2011）。そのため、内閣
総理大臣は、質問によって多くの場合、フェイ
スへの脅威が存在することとなる。フェイスへ
の脅威は Bull et al.（1996）において、①政治家
個人のフェイス、②政党のフェイス、③重要な
他者を守るフェイスの 3つに区別されている 7。

地の日本への返還、これ全然スケジュー
ルも決まっていませんからスケジュール
も決めてくださいと言った。そこで、ま
ずは辺野古への、鳩山当時の民主党代表
がですね、最低でも県外と言って大きく
変わってしまいましたから、政府と国と、
沖縄県との間で信頼関係がありませんか
ら、まずはこの信頼関係を構築したいと
私は思っています。ですから先般も沖縄
に行きまして仲井眞知事と色んなお話を
させて頂いた。山本一太担当大臣も何回
も足を運んでいます。そうした信頼関係
を構築する上においてですね、様々な事
をご相談させて頂きたいと思っていま
す。

　ここでは、突如「時間がないんで、次行きた
いんだけど」との発言があるように、普天間基
地移設の問題に争点が大きく転換していること
が分かる。これは、テレビ局及び司会者である
田原総一朗が予め質問を準備していたことが考
えられる。そして、話題が大きく転換したため、
田原はどういう問題が現実に存在しており、こ
れまで何が起こってきたのかを端的に説明して
いる。そして、埋め立て申請が課題になってい
ることを提示した上で、この問題をどのように
考えているか質問している。
　この質問に対して、安倍は、重要な問題であ
ることを述べた上で、信頼関係の構築が必要で
あることを述べている。そして、仲井眞知事と
話をしたことや、当事の沖縄及び北方対策担当
大臣である山本一太議員が何度も沖縄に訪れて
いることに触れている。この質問によって、議
題が TPPから安全保障へ大きく転換されたと
いえる。この後、安全保障に関して、クローズ
ドエンドクエスチョンを用いて更に追及を行っ
ている。そのため続く 18問目の例をみること
とする。

安全保障の例

田原： 世間で、というかマスコミで話題になっ
ているのは、埋め立て申請を参議院選挙

7   Bull et al. (1996) では①政治家個人のフェイス、②政党のフェイス、③重要な他者を守るフェイスは 19のサブカテゴリーに分類される。
① 1.個人の資質について、否定的な主張や印象を引き出す。2.発言の機会が与えられたとき、自分自身の良いイメージを表現すること
に失敗する。3.信用を失う。信用できない発言をしたとき、政治家個人が疑われることで、フェイスが脅かされる。4.過去の主張、↗



政治討論番組における会話分析  25

くの具体的内容が政府の立場を悪くすることに
繋がりかねない可能性を秘めているためであ
る。このようにフェイスへの脅威は、全くない
と考えられるものから、大いに脅威があるもの
まで程度が存在していると考えられる。そして
この質問では、フェイスへの脅威はないものの、
答え方によっては有権者の支持を失うため、可
能性として有していることが分かる。これと対
比し、フェイスへの脅威があるものとして、質
問 6の為替に関する質問を取り上げる。

フェイスへの脅威がある質問

村上： 円高、円安の話がありましたけれども、
円安で輸出が増えても、でも先程お話が
あったように円高の輸入価格というのは
上がりますよね。相殺は経済効果がトン
トンになってしまう、難しいと思うんで
すけれども、1ドルじゃあずばり幾らく
らいからが安心で、幾らくらいが危険な
のか、安倍さんのお考えを聞かせてくだ
さい。

安倍： あの、そこで私がズバリと言えればね、
皆さんもわかりやすいと思うんでしょう
けれども私は政府の長として、いわば為
替数字については申し上げられないんで
す。それは是非エコノミストを呼んでで
すね、聞いていただきたいと思うんです
が。

　この質問は、デフレ脱却のために財政投入す
ることに対して、批判的な人が多いことを田原
が指摘した後、村上キャスターが、安倍個人の
見解を尋ねるために、1ドルいくらくらいが良
いかを質問している。ここで安倍個人の見解を
尋ねるためと言及したのは、「安倍さんのお考

　以下では、フェイスに対して脅威がない質問
と脅威がある質問の例を取り上げ、それぞれの
違いをみることとする。フェイスへの脅威がな
い質問は、19問目の安全保障に関する質問で
あり、沖縄との「信頼関係回復のために汗をか
かなければならない」と言った発言に対して、
田原が具体的にどういうことか尋ねている場面
である。

フェイスへの脅威がない質問

田原： 汗をかくというのはどういうことですか？
安倍： 国としての方針を丁寧に説明をしていく

という事なんですね。まずは信頼関係と
いうのは、民主党政権はですね、沖縄の
みなさんに決めてくださいと言ったんで
す。みなさんに決めてくださいと言えば、
これは嫌ですよと言いますよね。じゃあ
そうなんですかと言って他に持っていっ
たら他もみんな困りますよと、言うこと
で立ち往生して、米側との関係が悪く
なって、また元に戻ってきた訳ですね。
戻ってきたら非常に不信感があった。そ
こはですね、例えば安全保障の問題にお
いては、これは国が責任をもって決定さ
せていただく、というその中においてで
すね、我々はこういう方針だからお願い
しますよという説明を正直にちゃんとす
る必要があると思います。

　「汗をかくとはどういうことですか」という
質問に対して、明確に「国としての方針を丁寧
に説明」することであると述べている。この質
問はオープンエンドクエスチョンであり、答え
方には様々な幅を持たすことが可能である。た
だし、フェイスへの脅威が全くない訳ではない
ことがうかがえる。答え方によっては、汗をか

政策等を否定する。5.将来における個人的課題、義務が発生する主張を避ける。将来の自由な行動を制限する主張を政治家は避けよう
とする。例：選挙で負けたら、代表を辞任しますか。6.個人あるいは政党の信念、主張、狙い、信条等の課題を生み出す、あるいは明
らかにする。政治家は特定の政策について、見方や意見を求められたとき、行動することが期待される。7.自分自身の社会的人格につ
いての否定的主張や印象をつくる、あるいは確かめられる。② 8.政党あるいは、政策、行動、主張、狙い、信条等についての否定的主
張あるいは印象をつくられる、あるいは確かめられる。9.発言の機会が与えられたとき、政党の良いイメージを表現することに失敗する。
10.将来における政党の課題、義務を避ける。11.政党の政策、主張、行動、狙い、信条などの否定をする。12.国家の状況の否定的評価
がつくられる、あるいは確かめられる。③ 13.有権者の支持を得ない。例：国民投票をしないという発言。14.世論の重要な支持者層を
得ない。世論が二分される争点について、政治家は実在する有権者の一部を害するリスクから逃れる。15.同僚、同じ政党の仲間の支持
を得ない。16.自身の政党の下位グループの支持を得ない。17.他の人々や組織の肯定的支持を得ない。18.友好国の支持を得ない。政治
家は自国と財政的、経済的、軍事的に繋がりのある国家を害しない。19.他者の否定的な評価を得る。政治家は賞賛されず、批判される
ことで、否定的な評価がなされることを避ける。
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安倍： あの、もちろん、この大胆な金融緩和と
共にアメリカの経済も好調だということ
もあるんだろうと思いますが、もちろん
我々はこの円安を目的とはしてないんで
すが、しかし、行き過ぎた円高は是正し
なければいけないと考えていました。そ
の中で、デフレを脱却するためにですね、
3本の矢の政策、その中の大胆な金融緩
和を行うことによってですね、エール大
学の浜田先生が仰ったようにその影響が
出てくるのはそれは為替と株価だと。そ
れが今出てきた訳ですね。これによって
段々インフレ期待が膨らんでくるんです
ね、で、それによってデフレマインド、
これ 14年間続いてきましたから、デフ
レマインドを変える。これが言ってみれ
ば決定的なんですよ。日本銀行今までも
金融緩和政策を行ってきたと言った、

（田原：デフレ不況だったんですね）
安倍： デフレマインドを変えることはできな

くて、デフレ予測が続けばですね、現金
持っている方がいいんですから、お金を
使わない、従業員の給料増やそうとしな
いし、設備投資もしないし、現金持って
たほうがいいんですから、ですからそれ
を変える、変えるというのが 1番大変な
んですね。ですからそれを、変えるため
には、やはり大胆な金融緩和をちゃんと
やる。インフレ目標を持ってそれに向け
てですね、大胆なことを日本銀行はちゃ
んとやってきますよ、と言って、あ、そ
うかなと思い始めて、そしてこの株価と
為替に変化が出てくることによってです
ね、もちろん輸出産業が調子が良くなっ
てきますから、そこでいよいよ、これは
段々インフレに世の中変わっていくな、
と思えばですね、今のうちに物を買って
おいた方がいいという事になってきます
から、ここでいわば経済が、段々、動か
なかった経済の歯車が回り始めていると
いうことだと思います。

　ここでは、最初の経済に関する質問を取り上
げている。特に話題が始まる、あるいは話題が
転換する質問は、会話が円滑に進むように答え
やすい質問をしているため、オープンエンドク

えを聞かせてください。」との発言があったた
めである。もし、総理大臣としての意見を聞き
たい場合は、総理大臣としてのお考えを聞かせ
てくださいと尋ねるはずである。しかし、ここ
であえて「安倍さん」と個人名を出したことに
は、総理大臣ではなく、個人としての見解なら
ば答えてくれるのではないかという考えがあっ
たためであるとおもわれる。しかし、安倍は「政
府の長」として、申し上げられないと回答して
いる。これは、政府のトップである内閣総理大
臣が為替相場に関して発言すれば、市場が混乱
することを予期して発言を控えたものであると
考えられる。たとえ、個人的な発言として、適
正な相場を述べたとしても、市場は政府・日銀
に為替介入の意図があると受け取ることとなっ
てしまうのである。こうした面を懸念し、安倍
総理は発言を控えたものであるといえる。それ
ゆえ、内閣総理大臣であるからこそ、フェイス
に対する脅威がある質問であるといえる。

4. 3　クローズドエンドクエスチョン

　次に、本節ではオープンエンドクエスチョン
かクローズドエンドクエスチョンかによって、
回答が答え難くなることを明らかにする。既に
これまでの例で見ているように、司会者はずば
りと聞きたい事柄に関しては、クローズドエン
ドクエスチョンを用いている。

オープンエンドクエスチョンの例

田原： よろしくお願いします、さて今アベノ
ミクスは、もう世界中で通用する言葉に
なってダボスの会議でもアベノミクスが
大テーマになって論じられたそうです、
安倍さんが選挙の途中で日銀に対して見
解というか、おっしゃった、それまでは
円はだいたい 77、78円だった、円高で
すね、それが何と 95円、それから、こ
れを受けて平均株価がなんとついに 1万
円突破、これも 8800円ぐらいだったん
ですが 12800円と、好調というより、マー
ケットが好調というより、見事に反応し
ているんですけれども、安倍さん、どう
ですか、これ？
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えられないかの説明を行っている。TPPに関し
ては、交渉途中であり、情報を開示することで、
更なる情報を入手することが難しくなるため、
答えられないとしている。ここにおいても、政
府としてのフェイスへの脅威が存在するため、
明確に答えられないものといえる。
　ただし、クローズドエンドクエスチョンで
あっても、会話を円滑に進めるための、「～で
しょう」、「つまり～ということですか」といっ
た場合は、答えやすい質問となっている。例外
として、自民党の憲法改正案に関する 28問目
を取り上げる。ここでは、自民党の憲法改正案
の第 9条 1項について触れ、国連軍に参加する
ことは可能にするものに改正することを述べて
いる。こうしたやりとりの後、田原は確認する
意味を込めて、第 9条 1項はほとんど変わらな
いことを質問している。

クローズドエンドクエスチョンであるが、
答えやすい例

田原： 基本的に 9条の 1項は変えないと。

安倍： 9条の1項についてはほとんど99％変わっ
てないですね。

　
　この質問に対して、国連軍への参加という変
更のみであり、第 9条 1項は変わっていないこ
とを、双方の間で確認しており、合意が取れて
いるといえる。こうした会話の中における合意
の積み重ねが、円滑なやり取りに繋がるため、
クローズドエンドクエスチョンであっても、答
えにくい質問ではないものが存在していること
が分かる。ただし、フェイスへの脅威から考え
た場合、確認のためになされる質問については、
フェイスへの脅威が存在せず、答えやすい質問
であるといえる。
　最後に、回答についてまとめると、フェイス
への脅威がある質問は 32問のうち 14ケースあ
り、そのうち 10ケースは曖昧に回答されてい
ることが分かった。同様にクローズドエンドク
エスチョンは 32問のうち 19ケースあり、12
ケースは曖昧に回答されていた。そして、フェ
イスへの脅威があり且つクローズドエンドクエ
スチョンは 8ケースあり、7ケースは曖昧に回
答されていた。唯一、明確に答えていたのは「緊

エスチョンとなっていることが多い。このよう
な質問の場合、回答する政治家は、自分の考え
や、現在行っている政策を話すことができ、有
権者に対してアピールする機会となっていると
いえる。答えやすい質問から徐々に答えにくい
質問に移り、政治家の立場や政府・政党の見解
を聞き出していくことに、政治インタビューの
意義があるといえる。
　こうしたオープンエンドクエスチョンに対し
て、クローズドエンドクエスチョンでは、世論
が尋ねたいことを司会者が代わりに尋ねること
で、世論に対して応えるという機能も担ってい
る。次の例は TPPの交渉に関する 16問目の例
である。

クローズドエンドクエスチョンの例

田原： つまり後発組は今まで決まった事を交渉
に参加するんだから、それも変える可能
性もあり。

安倍： そこはですね、今の段階では、私はなん
とも申し上げられませんが、どういうも
のが決まっているか、そこで若干奥歯に
モノが挟まったような言い方をするのは
ですね、それはこういう情報を取るのは
ですね、既に入っている国々の二国間の
交渉なんかの状況をですね、当事国から
情報を取ってくるんですね。そうすると、
その国としては守秘義務がかかっていま
すから、でその二国間のやり取りを私達
がとってきて、この国はこう言ってるよと
言ったら、もうこれは全く明日から情報
が取れなくなってしまいますから、今は
こういうお話しかできないという事です。

　ここで、田原は TPPに後から参加交渉を行
う後発組は、今まで交渉参加国の間で決まった
ことを前提として、交渉に参加するため、その
前提となるルール自体から変更する可能性があ
るのかどうかを尋ねている。つまり後から交渉
参加する場合、自国に不利なルールを受容せざ
るを得ないのか、既に決まっているルールを変
えることも含めて交渉できるのかを尋ねてい
る。これに対して、安倍総理は現段階では申し
上げられないと回答を拒否した上で、何故、答
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程度の差が存在するため、理解しにくいものも
存在している。第 2に、こうした政治討論番組
を有権者が視聴した場合、どのような影響が
与えられるのかについては分かってはいない。
ハードニュースに関しては、選挙への関心を高
めるといったポジティブな影響が指摘されてい
るが（稲沢・池田 , 2009）、果たして政治討論
番組がハードニュースに位置づけられるかは定
かではない。第 3に、司会者及びキャスターの
コメントが否定的内容か肯定的内容かについて
は、明らかにできていない。何を持ってして、
否定的であると定義できるかについては、問題
のあるところであり、分類したとしても、番組
間の比較ではないため、意義が少ないと考えた
ためである。
　最後に、はじめにで設定した「政治討論番組
の意義」について言及しておく。政治討論番組
では政治家に対して、インタビューを行うこと
を通じて、権力を監視する番犬機能があり、政
治家は尋ねられたことに対して答える説明責任
が存在している。また、テレビ番組（マス・メディ
ア）である以上、視聴者に対して分かりやすく
争点を整理し、争点の優先順位をつける議題設
定機能が存在している。議題が大きく転換され
た箇所では、司会者である田原がこれまでの経
緯を分かりやすく説明していることから、この
機能がうかがえる。そして、質問の争点・議題、
フェイスに対する脅威、及び質問形式（クロー
ズドエンドクエスチョンかどうか）という要因
が重なり合い、曖昧な回答を引き起こしており、
それが監視機能に繋がるといえる。
　政策的含意として、明確な回答が得られない
質問にこそ、民主主義を考える上での重要性が
秘められているといえるのではないだろうか。
とりわけ TPPの質問に関しては「前提となって
いるルールの変更も含めて参加交渉に臨む」等
の前向きな回答がなされても良い質問であった
といえる。しかし、政府として情報の開示には
慎重であり、「若干奥歯にモノが挟まったよう
な言い方をするのは」と述べ、答えない理由に
ついて説明するのは、政府として安倍総理が言
質を取られないようにしている姿勢の表れであ
るといえる。このように、明確に答えない質問
より、政府が何を行っているのか、それは民主
主義を考える上で、適切な行動であるのかを有
権者は絶えず監視していくことが求められると

急経済対策で完全失業率が 1%下がることは可
能であるか」という問いに対して、「十分に可
能だろうと思っている」と答えた例である。こ
の例は政府として、完全失業率を 1％下げるこ
とをコミットメントした例外的なケースである
と考えられる。
　このように議題、フェイスへの脅威、質問の
形式としてクローズドエンドクエスチョンかど
うかが、質問に対して明確に回答できるかどう
かに影響を与えていることが、事例より幾分か
は明らかになったものといえる。

5．おわりに

　本稿では、2013年 3月 9日に放送された「激
論 !クロスファイア」を用いて、テレビの政治
討論番組が、いかなる議題によって進行し、ど
のような質問と回答がなされているのかを事例
によって明らかにしてきた。本稿の分析によっ
て明らかになったことは以下の 3点である。第
1に、政治討論番組において、議題はテレビ局
及び司会者が設定するため、唐突に質問の議題
が大きく転換する点が存在することである。第
2に、質問にはフェイスへの脅威が存在する場
合があり、脅威には程度の違いが存在している
ことである。第 3に、議題、フェイスへの脅威、
及びクローズドエンドクエスチョンかどうかと
いう質問の形式によって回答が明確に答えられ
るかが変わりうることが明らかとなったのでは
ないだろうか。ただし、クローズドエンドクエ
スチョンであったとしても、会話を円滑に進め
るためには答えやすい質問が存在している。そ
の場合は、フェイスへの脅威は少ないと考えら
れるため、これら議題、フェイスへの脅威、及
び質問形式という 3つの要素を考慮して、回答
が答えにくいものであるかどうかが予測できる
こととなる。
　本稿での課題として、以下の 3点を指摘して
おく。第 1に、事例研究であるがゆえに、明確
な因果的推論は十分に行うことが出来ていな
い。つまり、どこまで一般化が可能であるかに
ついては限界がある。また、本稿で紹介した質
問と回答は、議題、フェイスへの脅威、及びク
ローズドエンドクエスチョンの分かりやすい例
を選択的に引用しており、全ての例を見た場合、
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